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零細経営が支配的な状態にあっても,日 本農業 を揺 り動かすような新 らたな変化が 起 って き て レこ
る。個別経営の枠 を超えた,農 民相互の信頼関係のもとに成立する集団的土地利用方式である。
この集団的土地利用:方式が注目されるのは農畜産物の 「過剰」生産状況 と水 田の伝統的な連作がも
た らしている歪,水 田転作の必要性 といったさまざまな問題に対 し総体 としての解決が求め られてい
るか らである。農政審議会は昨年11月に将来の 日本農業が進むべき方向を提示 したω。答 申は兼業農
民を含めた地域農業 の再編 とい うことは述べているが,農 業再編 の担い手 として中核農家形成 という
従来の路線 をかたくなに守 っている。既 に統計的にも明 らかなように,中 核的農家の実態はます ます




それに反 して各地で芽生えてきた生産組織は,従 来の経験や勘ではおしはか られないような大胆な
発想 と行動によって,生 産力を伸ばし,収 益をあげている。それに従来軽視ない し,必要悪 として認
識 されていたものが,あ らためて問い直 される状態になってきた。既存の生産方式や販売力式或は,
流通組織が見直 され,新 しい生産,販 売,流 通方式が模索 されっっある。
こうした動きは,さ まざまな集団の実践から生 まれてきた ものであるが,集 団の組織化 の段階や程
度によっても異なっている。一般に集団の組織化が高度になれ ばなる程,生 産面において もより組織
的で,合 理的な運営がおこなわれ ると考えてよいであろ う。法的な裏付 けをもった組織はその点では
組織化の程度が進んだ ものといってよいだろ う。けれ どもこの面を一面的に強調することは正 しくな
い。 とい うのは現実には法的裏付 けをもたない沢山の生産組織があ り,その方が法的裏付けをもった
組織 よりもはるかに優れた実践をしていることがあるか らである。法的裏付けをもたない段階か ら,
法手続 きを とって組 織整備 す る となる と行政庁 の監督 の もとに置かれ る とい うこと もあって,自 覚 も
高 ま るのであ ろ う。 組織運 営 もよ り減張 のきいた もの とな って くる。
日本農業が直面 しているさまざまな課題は,孤 立分散的な農民を生産的組織に結集 し,集団的な生
産 力 にひ きあ げるこ とによ って,解 決 してい くこ とが可能 で ある。 本稿 は生産組 織一般 ではな く,そ
の中でも組織化の進 んだ,農 事組合法人 に焦点 をあて,集 団的生産力が,い かに形成 されっっあるの
,か を明 らか にす るこ とを 口的 と してい る。
1農 事組合法人の成立
1.農 業生産法人 と農事組合法人
田本の農業関係者にとってあま り耳なれない法律用語である農事組合法人 とい うものが人々の組上
にのぼるよ うになったのは,農業基本法の論議が高 まった頃か らである。 艮本農業の零細性 をいかに
して克服 していくか。農業基本法 はそれを自立経営 の育成 と協業の助長に求め2つ が車の両輪 となっ
て構造開題 を解決 していくと見通 したのであった。
そ うした認識 にもとづいて農業基本法が生産工程 における協業を助長する方策 として,"農 業従事
者が農地についての権利又は労力を提供 し合い,協 同 して農業を営むことができるよ うに農業従事者
.の協同組織 の整備,農 地についての権利 の取得の円滑化等必要な施策 を講ずる"(農業基本法第17条)
と して2つ の約 束 を した のである。 その1つ が農協法 の改正 であ り,他 の1っ は農地法 の改正 であ っ
た。農業基本法のい う農業従事者の協同組織 こそ,後 の農廓組合法人 であ り,農地の権利取得の円滑
化 とは,農 地貸償,売 買にかかわる規則の緩和の方向であった。と りわけ,農 業生産法人の認知 ・容
認 の方向であった。そして,こ の二つの課題は農業基本法が成立 した翌年,1962年,農業協同組合法
改 正,'農地法改正 とい う形 で 日の 目を見 るよ うにな ったのであ るω。
農業基本法制定 から,農協法,農 地法改正までは,'わずか1年 の隔た りしかな く,農業構造問題は.
順調 に推移 したように見えるが,実 は昭和32年以降農業基本法が成立す るまでの5～16年こそ農業構
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造問題をめぐっての論争期 であ り,激 しい議論がたたかわされた期間で もあった。そもそ もの事の発
端は,一 戸一法人なるものが農業 において成立するか否かの議論であった。税金の重 さに耐えかねた
徳島県 のみかん農斑がユ957年税金 を軽減 させるために,一 戸一法人の有限会社設立を申請 したことに
始まるω。農家以外の者が農地に関する権利を取得 し,農業を営むことができるか。農地法はそれを
容認 で きるか とい う議論 にな った のであ る。
この問題 は国税 当局 が認 め るところ とな らず,農 林 欝 も同 じ立 場 を とったので,一 ・応落 着 したの で
あるが,農 政 上 の大 きな課 題 として残 され るこ とにな ったので ある。 この時期 は また,日 本農業 の あ
り方をめ ぐって議論が沸騰 した時期 であ り,農業基本問題調査会が設け られ,さ ま ざまな角度から検
討が加 えられた。農地法については,ま ず適格法人 とい う構想が打ち出された。関谷氏の整理による
と,こ の法 人(4》は①農業 とそれ に附 帯す る事業 のみをお こな う。②法人 の構成 員はす べて法 人 に農地
を貸付 けた者のみ とする。③法人の構成員は常時農業に従事する者 のみとする。④法人に農地の所有
権取 得 を認 めな い とす る もの であ って,法 人 とい って も自作農 の集団 にす ぎな い性 格 の も の で あ っ
た。 これ は,1960年の国会 に提出 され たが成立 しな か った。 その ため農業 基本法 の成 立 を待 って,そ
の議論を踏 まえ,翌1962年に農業生産法人 とい う形 で一応の決着 をみるのである。
ここで農業生産法人 とは次の条件に該当する者 に限る と さ れ た。それは㊦農事組合法人,合 名会
社,合 資会社,有 限会社 であ り,株式会社は除かれ ること,②その法人の事業が農業 とそれに附帯す
る事業 に限 られること,③法人が経営 している農地 ・採草放牧地 の うち法人の構成員以外の持分が1/2
以下であること,④法人 の常時従事者の数が議決権 を持つ者の1/2以上であること,⑤ 法人 の事業 に必
要 な労働力 の うち,構 成 員 以外 の労働 力が1/z以下 であ るこ と,⑥ 利益 の配当 にあた っては,次 の3っ
の方法 のいずれか,又 はそれらの組み合わせによることとする。i)構 成員の労働に応ずる配当(労
働配当)ii)年6分 の範囲内での出資に応 じた配当(出 資配当),iii)剰余は事業 に従事 した程度に
応 じ配分する(労 働配当),と い うものであった。 自作農主義にたって,資 本原理 の発動を極力抑制
した内容 とな って い る。
この農業生 産法人 に関 す る規定 は,1970年には,①,② をそのまま と し,③ ～⑥ を改正 し,組 合 員
又は社員の要件を,法 人へ の農地に関する権利の提供者,又 は法人の事業の常時従事者 に限 ると緩和
するとともに,新 らたに,法 人 の役員要件を導入 した。理事 または業務執行権 を有する役員は,法 人
の事業 の常時従事者で,法 人の事業に必要な農作業 に従事する組合員又は社員のV、以下 であることと
い う規定である。 その後1980年には,業 務執行役員の要件がさらに緩和 されて,農 地に関する権利の
提供者であるという要件が削除 され,農 地の提供者 でな く,農業後継者のように常時法人 の作業 に従
書する者 であれば役員になれる道 を聞いた し,その数がi.を超えて も農業生産法人 として認め られる
よ うにな った。 農地法 が当初持 っていた,土 地,労 働,資 本 の三位一体 の農民隙 が次第 に崩 れ,資 本
(経営)理 念 を強調 す るよ うにな って きた もの とみて よい。
・この農地法改正は同時に,農 業生産法人 として農事組合法人を掲 げたのであるが,そ れに どのよう
な内容 を盛 り込むかは生産組織にかかわる問題であって,農 地法の対象外 とされた。当初は農業生産
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協同組合 として,流 通部門を扱 う農業協同組合 とは別個のものが想定 されていたが,農 地法改正 と同
様,1960・61年には成立 せず,農 事組合法人 と名称 を修正 して,1961年10月に困会 に再提}ilされ ると
い う経過 をた どった。
2.農 事組合法人の内容と意義
農地法改正 とほぼ時を同じくして成立 した農業協同組合法政正法は,第2章 農業協同組合及び協同
組合連合会の章の中に,第2章2農 事組合法人 という形で性格の異った条文 を挿入す るという形 で決
着 す るのであ るが,そ の 目的 として次の よ うに述 べて い る。
農事組合法人 は,そ の組合員の農業生産についての協業 を図 ることによ り,その共同の利益 を増
進するこ とを目的 とする(農業協同組合法 弟72条の3)。
この表現か らも明らかな通 り,農事組'合法人は農業生産の協業化 を前進 させるものとして位置づけ
られ てお り,農 業基本法 が協業 の助長 を謳 った ことを受 け,そ れを具 体化 した もの とい って よい。農
地法が農業生産法人に対 して厳 しい規定 を設けたのに対応 して,農 事組合法人 について も,将来農業
生産法人 の主要な形態 となることを予測 し,'厳しい条件がつけ られているが,そ の後徐々に規制が緩
艮
和 され今日に及んでいる。そこで以下,農 事組合法人 の制度面 を中心に検討 してみよ う。
1)事業内容の限定
農事組合法人が行 うこ とができる事業はまず農業に係わるものでなければならないことである。条
文では3項 に分 け,第1項 として,農 業 に係わる共同利用施設の設置,農1乍業の共同化 に関する事業
とな って いる。 そ して同条 は第2項 と して農 業の経 営 を あげてい る。 これ は,農 作業 を共同 してお こ
な うだ けでな く,経営収支 も共 同 してお こな う,共同経営 の場合 を指 して二い る。 さ らに第3項 と して,
第1項 の共同作業に加え第2項 の共同経常の双方 を一緒 におこな う場合の3っ に分けている。そ して
これ らに附帯する事業 も農事組合法人 のおこな う事業の範囲 としているのである。ここでは農業その
ものについての規定はないが,作 物や家畜 を栽培,飼 育 し,それを販売す ることによって所得 を得 る
よ うな一 連の作業 を農業 とみてお り,こ こで はその細部 にわ たる検討 は必要 と して いない。要す るに
常識的な理解で足 りるのである。
農業構造問題 として議論 されてきたのは,規 模の零細性 を農民枳互 の協力でいかに克服 してい くか
とい うことであって,そ れは究極的 には経営問題になる。経営を共同化 し,個別経営では発揮できな
い高 い能 力を出 して,生 活 を安定 させ るこ とが 日的 であ った。 とこ ろが,農 事組 合法人 と して出 され
て きた ものは,経 営 だけでな く,施 設 の共 同利用 や,農 作業 の共 同化 まで含む広い 内容 の もの とな っ
て しまった。分解 された個別作業 をい くら協業化 して も本来 の構造問題の解決には結びつかないが,
そ うした問題点はあるにせよ,共 同利用施設の設置や,共 同作業の発展は個別経営の不足す る領域 を
カバ ー し,個 別経 営 の危機 を救 うもの であって否定 すべ き ものではない。
こうした事業 内容は,説 明を多 く要するので便宜上,共 同利用施設 の設置にかかわる事業や農作業
の共同化 にかかわる家業をおこな う農事組合法人 については法律上の番号をとって1号 法人 と呼び,
農業の経営 をおこ奪 う法人 については2号 法人,農 作業の共同化 と合わせ農業の経営をおこな う法人
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を2号 ・2号 法人 と略称 して いる。 以下 われわれ もこの呼称 を使 って議論 を進 めてい きたい。
2)員 外従事者の制限
農事組合法人 のうち2号 法人については常時従事する者の数の うち組合員以外の者 の数がソ2を超え
てはな らないとい う点である。これは農地法において,農業生産法人の条件 として,法 人の常時従事
者たる構成員が,農 事組合法人 においては理事,合 名会社,合 資会社 にあっては業務執行権 を有する
社員,有 限会社にあっては取締役の数の過半数 を占めることとされた規定に対応するものである。常
事従事するものの人数が増 えてきて,法人運営にあたる理事が,農 業労働そのものよりも人事管理や
経 営 に専念 す るよ うにな って しま っては企業 と変 らな くな って しま う。法 人 の理 事 といえ ども農民 で
あるべ きだ とい う規定 であ る。
3)組 合員資格の制限
農事組合法人の組合員は農民でな くてはならないとい うことである。 これは当然の規定 で は あ る
が,農 民であるか否かの線をどこで引 くかが重要な問題 となって くる。兼業化が進行す る中で,組 合
員自身が農民でな くなることが起 る。農地をすべて処分 し,宅地で農業 をおこな うよ うな場合,相 続
人が組合員でな くなった場合 どうなるかといった難 しい問題が起 って くる。農業協同組合の場合はこ
うした状態になった時は組合員の資格がなくな り准組合員となる。 ところが農事組合法人については
准組合 員規定 はな く6),相続人 が農民 でな くな った場合 も,農 民 とみな され る。 しか し,そ の場合 で
も,そ うした範疇 の人 が絵組Au員数 のV3を超 えて はな らない と規定 してい る。
農事組合法人の場合,1号 法人 については出資を必要 としない場合 も認めてお り,出資 しているか
否かによって組合員か非組合員の区別ができない。農業に関心 をもたない組合員が増え,農 事組合法
人 が単 に所得追 求の手段 とな って しまってい った ら,地 域 の再生 とか,自 然環境 の保全 とい うこ とも
難 しくなって くるだろう。農事組合法人が他の農業生産法人 と異なる点はあくまで も農民であること
を重要な要件 としているので あって農村 とい う地域社会のあり方 に責任を持たせ ようとい う意味が込
め られ てい る。
4)設 立要件の制限
農事組合法人 を設立するには農民であれば誰で も良いかとい うとそ うはならない。少 くとも5人以
上 の発起人 が必要 であ る。1D人以上 で も,20人以上 で もな く,ま た戸数 で もな く人 数 とした ところに
も農業法人を構想 した当時の立法者 の思想が表われている。
問題の発端 となった徳島の農業法人は家を単位とする法人 を考 え,家 族員がそれぞれ主体的な役割
を果すはずであbた 。 しかし同一世帯内で完結する組織は社会的なもの とは言えず,認 め られなかっ
た。 フラ ンスのG・A・E・C(ガエ ック)で も夫婦 だ けの組織 は認 め ない とされた の と似か よった問 題
で ある㈹。 また人数 において フ ランスの場合 と異 な り上限 を現制 す るのではな く,下 限 を規制 した の
は,農 業経営 をお こな わない1号 法人 を抱 えて いる限 り,上 限制 限はで きないか らであ った。
以上のよ うな性質をもった農事組合法人は法的手続 きに従って登記 され,行 政庁の監督のもとに雌




かかわ るだけに,農業のあ り力,農 業生産の方法,農 民相互の関係を律する新 しい法体系 として登場
したものであって,農 業協同組合法の一部修正 といった形式上の扱いよ りもはるかに重要な意義 をも
っている とみ るべ きであ ろ う。
3.農 事組合法人の統計把握
日本農業の将来にとって,軽 視できない存在 とな りっっある農業生産法人な り農事組合法人 の現状
を把握 す るこ とは,.必ず しも簡単 ではな い。 とい うのは同 じ農 林水産霜 がお こなってい る統計 自体 で
も数 が食い違 ってい るか らで ある。
農業 の現状 を総体的 に把握 した ものはい うまで もな く,農 業 センサ スで あるが,ユ962年に農地法 や
農協法が改正されて以降,最 初の全国的で大規模な調査である1965年農業センサスにおける実態把握
か ら始 めてみ よ う。 この センサ スにお いて わが国で は初 めて,協 業経営 体 の調査 がお こなわれ たので
ある。 ここで協業経 営 体 とは,「2戸 以上 の世帯(非 農家 も含む)が,共 同 で出資(現 物出資,お よ
び参加者全員の連帯による借入れを含む)し,』1っ以上の農業部門の生産から生産物の販売,収 支決
算 ・収 益の分 配 まで を一貫 して共同 でお こな うもの」(ηと定 義 され ている。
農事組合法人はセンサス的概念でいえば協業経営体になるわけであるが,経 営まで立ち入 らない協
業組織 の場合の取扱いが問題 となって くる。 さらに名 目上は協業経営体であって も,実際には個別経
営 にな ってい た り,資 金 調達 の都合 か ら,共 同出資,共 同経 営 とい う形 を とって いる ことが多 い。 ま
た,養鯉や加工,荒 茶製造,購 卵のみの協業経営体は除かれるが,農業経営に付随 して営まれ る場合
は統計の把握対象 となって くる。協業経営体調査 ではまた,全 面協業経営 と部門協業経営の調査 もお
こなっている。全面協業経営 とば ・「参加世帯の農業経営者がすべて協業経常体内でおこなわれ,参 加
世帯による飼別経営(自給野菜程度の栽培な どは除 く)が全 く行われていないものをい う」(8)と定義 さ
れている。他方部門協業経営 とは 「参加i墜帯の農業経営の一部は個別経営で行われ,あ る一部門また
は数部門 につ いて,生 産,販 売 か ら収 益 の分 配 まで共 同でお こなわれてい る もの」(9)としてい る。
これ らの定 義 は20年後 の1985年農業 セ ンサ スにお いて も基本的 に変更 はな く踏襲 され てい る。ただ
協業経営体については,「法人格の有無にかかわ らず」 とい う規定が1970年世界農林業 センサス時点
か ら付け加わっている。法人格を有 しない任意の協業経営 が多数存在 しているからである。
さて協業経営体 の数 は1965年に全 国で5,016事業 体 を数 えたが,そ の後 調査の たび ご とに減少 を続
け・・1985年には3,655と約314に減少 して しまった(表 ζ1)。 協業 経営体 として,農 事組合 法人 のほか
に,会社法人 として合名会社,合 資会社,有 限会社のほかに株式会社までが登場 して くることに奇異
を感ずるが,セ ンサスの場合は,組 織形態が判断の指標 となってお り,農地法が認めていない農地を
使 って生産 をお こな っているか ど うか の判断 までは して いない。恐 ら くこの場合 は,農 地 以 外 の 土
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その他 任意組 合 4,038 2,370 2,004 80.6 56.9 54.8
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さら.に全面協業経営 か部門協業経営かの区分でみると,全面協業経営は1割 以下 であり殆 んどが部
門協業 経営 とな ってい る。た だ1975年の調査 では約V4が全 面協業 経営 とな ってお り・全 面協業 経営 力『
存立不 可能 とい うことで もな さそ うで ある。
協業経営体め中で注目されるのは農事組合法人である。1965年時点ではわずかに683事業体にすぎ
なかった ものが,ユ985年では2倍 の事業体 に増加 しているか らであ る。 農事組合法人 は,.協業経営体
が減少 しつ つあ る巾 にあ って増加 して い る。 他方,
「
協業経営体の減少の大 きな要素 となろているのは
任意組合の協業体が減少 しているのであって,組 織化の質的な面 においてはよ り強化 されてヤ・る とみ
るこ とが できる。
こ う したセンサスとは別に農水省の各部局は行政遂行上把握 した統計 も発表 しているが,農地法関
係を担当 している構造改善局は毎年1刀 x日を基準に農業生産法人調査を実施 している。それによる
とユ985年の農業生産 法人 は全 国 で3,296とな っているtio;。農業生産法人 は これ まで見 てきた よ うに,
一113一
農地法上の厳 しい条件が課せ られている。農事組合法人でも,その条件を満た さなければ農業生産法
人 とはいえないし,広 く協業経営体 として把握 されている任意組合の多 くは対象外 となる。 したがっ
て農業生産法人は,農 事組合法人 と,株式会社を除 く会社法人 とな り,こ の結鳥 当然 のことながら
会社法人の比重が高 くなってくる。1985年センサスではわずか157程度 しか把握されなかった有限会
社が∫同年 の業務統計では10倍以上の1,872事業体が把握されることになる。農家以外で も多 くの法
人 が農業生産にたず さわっている実態が明 らかにされた。このことは旧来の農家調査だけでは 日本農
業 の中に起っている変化 を十分に汲みとることができないことを示 している。
これに対 して,農 水省農林経済局がおこなっている農事組合法人 の統計は農地法 とのかかわ りを離
れて把握 して鉛 リ,1985年の農事組合法人 はG,587事業体 と,農業携造改善局が押えた数の4倍 とな
っている。 この{㍉587慕業体がすべて活動 しているか どうかは,必ず しも明 らかではないが,「活動中
のもの」 として押えたセンサスの数値はむ しろやや控 え1:!な数ではないかと考えられ る。業務統計上





1.,事 業体数 の推 移
業務統 計で押 えた農事組 合法人 は・1965年の1,579から1985年の6,587と4倍に増加 した。 しか し,
1985年農業 セ ンサ スは,勾482事業体 しか把握 してお らず,5,100事業体 が もれ てい る。 それは セ ンサ
表一2農 事組合法人の推移
,冒
計 『 単 一 作 目 複 合 作 口
第1号 法 人
一、一
出 ・ 資1非 出 資
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計農 豚 鶏 他 樹 菜 作 作 蚕 他 計 産 樹 種 種 他 計
1965186148218 50266 45 59 131992 731,45G14 ll 61 6 31 1231,579
実 1970381261412 董71492 94150371358 2002,89050 23121 17 79 2903,180
1975495391491 321608 305281419905 3914,10785 2713030176 4484,555
数 198C636540541 ,500690 668376478396 6975,522.96 32137,38215 5186,040




















































2481,0002591,484637150430 955 37968G291225633699421 383
19853503912591,3262791,719717ユ433781;17? 417 一 一 一 一 一 422 417
一 π 　 一
1965 12 9 14 3 17 3 4 20 6 4 92 1・.1 4 0 2 . 8 100
割 1970 12 8 13 .5 16 3 5 12 11 6 91 1 1 4 1 L 9 100
1975 11 9 11 7 13 6 G 9 9 9 go 2 0 3 1 4 10 100
合 1980 10「
9 9 8 11 11 i 8 7 12 91 2 1 2 1 3 9 100
1985 1019 9 10 11 12 6 7i5 13192 一 『 一 一 一 8 100
資料)農水省 『農業協、同組合等現在数統計』1965,1975,1985各事業年度
スの調査が協業経賞体調査であ り,農業経営をおこなっていない農事組合法人, 1号法人が把握され
て い な い こ と。 1号 ・ 2号法人 と呼 ばれ る, 農業 経営 と, 農作業の共同化 を合わせておこなっている
法人 の うち, 農業め経営が外部か ら見てわかる形でおこなわれていない法人等 が外 されているためだ
ろ うとみ られ る。
と こ ろ が, 数 の うえで もっ とも増 加 してい るのは1号 法人 の うちの出資 す る法 人 であ リ,次が1号
■ 2号法人 であ って, 農業経営をおこな う2号法人 の伸びが もっとも低 く, 全体の構成比で も,196b
年時点 で3割 を占めていたものが, 1985年には20%を切 ってい る。
次に農業 の業種別 に農事組合法人の動きを見 ると次のような特徴が 見 られ る。①畜産部門の農事組
合法人が多い。.②密産 の中で も養鶏部門が減 って肉用牛部門が増えつっある。③稲作を中核 とする普
通作部門では大幅に減少, ④それに替 って転作の野菜部門の伸びが著 しい。⑤果樹部門において も減
少 が著 しい。⑥単心作経営部門に多 く,複合経営部門での法人は少ない。 とい った もの であ る。 こ の
作 日部門ごとの農事組合法人の動向は, 日本農業 の動向を忠実 に映 しているとみてよいだろう。稲作
減反が始まるまでは水稲を中心 とする法人が多数見 られたが,減反政策の展開に伴って組織改編を迫
られ たので あろ う。 また60年代後半か ら始まった ミカンの過剰生産 と価格の低迷が,組織の存立を困





農事組合法人 の規模をみる場合 い くっかの指標がある。その一つは構成員の人数であ り,他の一つ
は,経 営規模である。農事組合法人はその物的な力である耕地面積の大 きさが判断の基準になるだろ
う。 しか し,人 的要因 が大 き く作用 す るこ とも否 めない。一・っの組 織が活発 に行 動 で きる か ど う か
は,構 成 員の資 質 にかか わ って くるこ とが多 いか らであ る。
1)構 成員規模に もとつ く農事組合法人
農事組'合法人に参加する農家数 はおおよそ20戸か ら25戸位の組織が多い。19G5年時点の1事 業体当
りの農家 数 は21戸と濠 って い る。 それ が75年の27戸へ と増加 した が・そ の後1985年には再 び25戸と減
ってい る。 さ らにこれ を組合 員戸 黎規模 別 にみ る と,組 合 員が3^'5戸 クラスが39%と もっ と も 多
く,次 が6～10戸 が23%,11戸 一r30戸ク ラ ス が16%と な り,こ の3者 で78%を 占 め る。 そ れ に反 して,
2戸未満 の法人はわずかに6%,101戸以上の法人 も5%と い うよ うに極端 に少 くなる。戸数規模別
で み る限 り,3～5戸 規模 の法 人 が好 まれ る傾 向 にあ る。
しかしこれは平均的な姿であって,法 人 の組織形態 によって異 って くる。施設 を共同利 用 す る た
め,或 は農作業を共同化するために組織 された法人(1号 法人)の 場合は・1法 人当 り構成員が30戸
}ゆ
と'多くなるし,・ 号法人で も非麟 の法人の場合は さらに多 くな り42戸となる・結 い購 のよ うに単
なる労働力提供の法人の場合はファン ドが必要でないか ら人を多 く集 めることができるのである。こ
乖 に対 し,経 営 をお こな う法人 の場 合 は,'責任が重 く,出 資 が不 可欠 であ るか ら,こ うい う組 織 はあ
ま り大勢の人でない方がよい。実際,こ の調査結果では2号 法人 の構成員は17戸である。
2)経 営地面積の規模
農事組合法人が平均的にどの程度の経営規模をもっているか。 これ簡単 には答えられない。 とい う
のは,農事組合法人は畜産や工芸作物,養 蚕 といった さまざまな経営タイプが存在 し,それぞれの経
営 タイ プによ って耕 地 隔{の もつ意味 が異 な ってい るか らであ る。実 際,1985年蘇 セ ンサ スは・脇'
業 経営体 を耕地 経営階 層 ご とに表 示 してはい る。けれ ども,協業 経営件 数 の約1/3にあた る1・032の事業
体 については分類不能 とされて い るので ある。事業 件 数 の113は経営耕 地規模 で見 るこ とがで きない。・
ただ経営耕地面積が指標 として使 うことのできる213の農審組合法人 についてのみ言及す ることができ
るだけで ある。
そ うした限定つきであるが,例 外規定を除いた部分 について,経 営耕地別事業体数の分布表か ら推
計 してみ る と,1985年の1事 業 体 当 りの平 均的耕 地面積 は14・5ヘクタール とな る(13)。これ とは別 に・
事業体 の総耕地 面積 を,耕 地 を もつ事 業体 総数 で割 った値 は玉2・9ヘクタ ール とな る。13～15ヘクタ・一
ルとい うのが,こ の間の農事組合法人の平均的な経営規模 とい うことになろう。
3.農 事組合法人の経営タイ プ
農事組合法人は,農 業の経営形態 としては畜産や果樹,野 菜作部門に多いとい うことになっている
が,農業経営形態 に合わせて,事 業体のタイプが選択 されていることを示 している。そこで,農 業経
営形態 と,農事組合法人 のタイプとの関連 をみると次の諸点 に要約されるであろ う0
一116一
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表 一Q 経営形態別農事組合法人数 (196)
9
(法人,%)
実 、 数 割 合
由 難 山劃 ・号 レ ・号 ・1計 血 搬 出劃 ・ 7f・ ・号il計『
酪 農 209 53 143 246 651 32 8 22 38 1C
肉 用 牛 13G 26 92 214 468 29 5 20 46 7
畜 養 豚 185 19 137 237 578 32 3 24 41 9
養 採 卵 鶏 92 5 64 151 312
29 2 21 ・48 5
ブ ロイ ラー 67 6 42 62 177 3f 3 24 35 2
単 鶏
一
そ の 他 22 5 19 29 75 29 7 25 3911産
そ の 他 66 15 29 85 195 34 8 15 43 3
小 計 777 129 526 ユ029 2,45f 32 5. 21 42 37
一 一冒一 一 ・冒 一 一皿
一
果 リ ん ご 36 8' 27 61
132 27
'
6 21 46 2
か ん き つ 52 8 120 123 303 17 3 40 9C 5
実
一 亨
そ の 他 95 27 54 130 306 31 9 1F 42 5
経 野 露 地 47 9 20 54 130 36 7 ユ5 42 2
菜 施 設 493 38 52 122 655 67 6' 8 19 10.
一一一 一 一 一 一一 一 _一 一_一
}
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普 ・ 稲 作 99 67 62 145 373 26 }8 ii .39 6
通 そ の 他 23 G 20 34 83 28 7 24 41 玉
_・_,層 「一 　}
養 蚕 ・421 . ・i ・・1 ・・71 34814 1.・} ・・1 421i.5
そ の 他 2931・7 113 ・・61 859 ・・1' ・1 13145i/13










合 計 `L,292 ・2g卜・223μ&・316,・s7 351
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・1 1gl・・1"一}-100
一 一{
注 1)割合欄は各欄の合計が100 2)ゴチ ックは平均より5%を超 えるもの
資料)農林永産省r農事組合法人統計表』1985事業年度版
1)施設型農業は1号出資法人
水田転作の影響 を受けて,野菜を作る農事組合法人が多 くな ってきたが, これ は ガラス温室, ビニ
一ルハウス等の園芸資材価格が相対的に廉価になってきたことも反 映 して いる。施設型農業は一般に
して特 微づ けるこ とがで きる。 こ う した事業は可
視的 で あ り,成 果が具体的 な姿 とな ってはね返 って くるこ とが多い。その点で小農にぴ った りした農
業 とい って よい。 そ のこ とがま た補助豪業 の恰好 の対 象 とな った のである。 養蚕における稚蚕共同飼
育所, 工芸作物 とりわけ茶における荒茶加工, タバコ作におけるタバ コ乾燥室 (庫)の設置 な ど,そ
の典型 とい ってよい だろ う。 とりわけ稚蚕共同飼育所は養蚕が盛 んだった頃は,殆んど集落単位に設
け られた。稚蚕共同飼育所 こそ1号 出資法人にもっとも適 した形態 であったが,養蚕 の衰 退 と と も





なされていたことはよ く知 られている。手 しか頼ることのできなかった時代においては頭数が問題で
あ った。 そのため,近 隣,集 落単 位 で労働 力 を提供 し合 う慣行 が一般 的 に見 られ た ものであ る。 こ う
した慣行は農慕実行組合に於ける重要な仕事 として行政的にも組織 された。
非繊資法人がまた酪農部門にも多 く見 られるのは,共 有林を中心 として,牧 野の造成,維 持管理 の
ための牧野組合が農事組合法人に組み替え られたためである。施設をもった りす る程で もなかったか
ら,フ ァン ド造成 も必要 で なか ったの である。
3)rll小家畜 ・柑橘 部門 に多 い2号 法人
養豚,養 鶏など乳草地利用型でない畜産は経営規摸の小 さい中小農民或は水田面積の少ない畑作地
帯か ら発展 した。関東や南九州などの畑作地帯では,い もを餌 として養豚業 を発展させてきたし,畑
作麦を飼料 として小規模養鶏を発展 させてきたのである。 ところが海外か ら廉価な飼料が輸入 される
中で,こ お らの中小家畜農家は自家産の飼料 をやめ輸入飼料に依存 した加工畜産の方向へ と転換 して
いった。この傾向は,農 地を もたない会社法人が山林等を買収 し,こ うした加工畜産部門に参入する
の を促 した。資 本力 にまかせ どん どん と規模 を拡 大 して いった。 こ うした競争 に対 抗 してい くには農
じ
民 の側において も規模拡大 を図らざるをえなかったのである。
これ ら中小家畜農業に共通 しているのは糞尿処理 をどうするか とい う問題である。規模が小 さい時
酵
・はそれ程商 題がなか った もの も,規 模が大 き くなるにつれ て,既 存集落 の中 では,も はや飼養 す るこ
とができなくな り,水田地帯の中とか山林等へ畜舎の移転 を余儀な くされる状況となってきた。彪大
な移転費用 を調達するには国や地方自治体の補助婁業に依存せざるをえない。こ うして補助事業 の受
け皿 と して,経 営 法人(2号 法人)が 設立 され てい くの である。
他方柑橘に見 られる2号法人はやや特殊である。 ミカンの伝統的産地である和歌山,愛 媛,静 岡 と
いった地域 ではな く,産 地 として は全 く無 名の三重,岡 山,鹿 児島 とい った諸県 に経 営法人 カミ誕生 し
ている。 りんごの場合 も,青森や長野 といった大産地 ではな く岩手などの新興産地 に経営法人が多い
のと共通 している。気象や土地豊度などの自然立地要因に恵 ぐまれないことや,生 産技術,流 通 シス
テムが未整備の状態の申から産地 を築いてい くには,個 別対応 には限界があり,農事組合法人等 を作
、
って,協 同 の力 で対応 しよ うとしてい るので ある。
4)土 地利川型農業に多い1号 。2号法人
農業の経営 と同時に共同利用施設の設置や作業 を共同化するための1号 ・2号法人 は肉用牛やりん
ご部門などに多 く見 られる。肉月半経営は繁殖部門と肥育部門に分かれるが,繁 殖部門は個別農家が
担当 し,肥育部門を集団でおこな うケースが多 くなってきた。繁殖生産 は緻密な飼養管理が伴わな く
てはならない。それには共同よりも個別の方が適 している。肥育素生に して も,搾乳用育成牛 にしろ
若齢期間の放牧が不可欠であり,これを省略すると牛が病気にかか りやすい と言われている。 この放
牧育成は部落有林野や共有林野を使っておこなわれ るのである。こ うした放牧地や原野を多 くもって
いるのは,・東 北,常 九州 などであ るが,こ れ らの地 域 はす でに戦前 か ら馬産地 としての経験 を積 ん で
お り,その時代に形成 された牧野組nを 引き継いだ農事組合法人が多い0
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また,未 墾地 が開発可能な地域 にお》・て は, 従来の経営方式とは全 く違 った様式をとり入れ ること
に よって新興産地 を形 成 しつつ あ る。 りんこの熔化栽培がそれで,従来の高木に仕立てる方法 とは異
な り地上での作業のため,高齢者 も作業に雇用するこ とができ費用を削減 している。 こう した栽培方
式は, 古 い産地 では と り入れ に くく,経験の少ない新興産地が農業試験場や農業改良普及所 と一体 と・
な って開発 をすすめてい る ところに特 徴が ある。 それ らの組織の多 くが,農 事組合法人 として組織 さ
れ てい る点 で も共通 している。
4..農事組合法人の土地取得
農事組合法人が, どの位の規模の耕地および採草放牧地 を手にしているかをみるのは,先にのべた
よ うに必ず しも容易ではない。農林水産省農協課が農事組合法人 から得た回答は記入 もれなどもあ り
回収率 も1985年では37.8%と`f<とい う低い ものであ る。
この調査 の方法 は,法 人 の経営 農用地 につ いて, まず所有地ガ・借入地かに分 け,次にそれぞれにっ
いて組合員の提供した土地か,非組合員の提供 した土地かに区分 して働 きとり:をして い る 。したが る
て, それぞれめ土地 ごとに平均的な大 きさはわかる0け れ どもすべての法人 が組合員提供の土地,非
組合員提供め土地を所有 し,.組合員提供の借入地と,非組合員の土地 を借入れているわけ で は な い
し, また, どれ か一つだ けの方法, 例 えば組合員が提供した土地だけを所有 しそいるというのも少な
いであろう。組み合わせの可能性 としては15種類が考 え られ るが,「このすべて につ いて検討 ナ ること
表一5 農用地の組合員,非組合員別利用 (1985) (a,%)
一
一冒 「冒一 一 一 一
一
1田 「 畑 陣 園地1耕地司 雛 剥 計 陣 原野1
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資料)表 一4に 同じ 1
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は煩 雑 である し, あま り生 産的 で もな いだ ろ う。 ちな みに, 回答 した法人の数を見 ると,回答総数
2,495法人 の うち, ①組合員の所有地のある法人は532.②非組合員の土地を所有 している法人は492・
③組合員か ら土地を借入れている法人875,④非組合員か ら土地を借・入れている法人596とい うよ う
に, 500から900まで あるが, ほぼ500前後 にま とまってい る。 この500前後 の法人 が,全 く ダ ブ って
い ない場 合,.それぞれの農地の合計が法人の平均的な農地面積となる。 しか しそのよ うな こ とはあ り
えないか ら,実際の面積 は,四者 の合計 を上限 として存在 してい る とみ られ る。
その点 を考 慮 してみ る と,農事組合 法人 の耕 地面積 は最大 で20.5ha,採 草 放 牧 地 が36.211aとな り,
その他山林原野 が14.7ha含めて総:計71.4haの農用地 を経 営 してい るこ とにな る。 ただ し, この うち山
林 ・原野 は, 保有 して い るとい うだ けで あって, 実際に経営の対象 となっているのは耕地 と採草 ・放
牧 地 とみて よい(表一5)。 この耕 地2α5haは,先 の推計 よ りも若干大 き くな ってい るが, センサスで
分類不能 の約11、の農事組合法人存在を考慮する と, それほど現実か ら遊離 した数 とも思えない。 この
うち, 組 合 員のi耕地 は46%で過 半数 を割 ってい る。採草放牧地 を含めても48%にすぎない。1965年時
点 で は,耕地 については組合員の持分が51%と過半数を超えていた。農事組合法人が設立された当初
弓
は,厳 しい法 的制 約 があ ったが,現 在 では,そ うした制限 カミな くな ってお り, こ うした状 況 となって
い る 。 しか し経営 をお こな う法人 の場合 は,組 合員 の土地 割合 の方 が高 く,63%とな るが, 共同利用
「 や農作業共同化のための法人は,組 合員以外か らの土地 の方が多 くな り,1号 ・ 2号法人の場合は組
合 員 の土地 はわず か29%にす ぎな くな ってい る。
規則 の緩 和 によって,法 人 は借 地率 を伸 ば してい るか とい うと必 ず しもそ うな って いな い。平均 で
表一6 農事組合法人の農地面積および借地率 (a,%)
一






















一 1965 135 76(71)520(38)85(41)681(41)1,468(45)834(22)100(30)3,085(3Q)
号旗1975 651 431(54)570(30)240(10)44Q(43)18,004(92)2,030(14)152(30)一 21,427(8)
資 ・1985 706 296(44)246(46)182(55)724(47)4,084(10)1.131(10) 5,939(15)
喜 1965 7 85(6)314(97)13(0)412(74)1,667(重00)
一(一) 49(63)2,128(94)
.非 1975 34 189(57)207(20)53(100)449(45)3,380(89)1,648('1)32f!(26)一 5,803(57)
出資1985 78」 214(84)49(98)67(4)330(70)617(48)5,154(1) 6,101(10)
二 1965 38611,041(93)932(31)526(34)2,499(57)662(69)437(2D73(11)3,671(54)
夏975 7i2 608(71)1,085(32)772(36)2,465(67)1,454(41)685(44)10](38)一 4,705(42)
号 1985 712 581(71)2,455(47)553(21)3,589(47)1⑤045(37)
2,508(35) 12,142(40)

























み ると・耕 地 につ いては,1965年に77%とい う高 い借地率 だ った ものが1975年には44%,そ して1985
年 も44%と停滞 してい る(表一E)。 採草放牧 地 につ いて も1975年に借地率 の増 大 とい うこ とが見 られ
たが現在では減少 している。借地よ りも,従来組合員から借入れていた ものを買取 る形に変 ってきた
と見 られ るので ある。
そこで,事 業 体 の組 織 ごとに検討 してみ る と次 の ことが指摘 で きるよ うに思 われ る。・
三)農事組合法人 の経営耕地面積は一般 に減少傾向にあること。
if)水田面積 が減 少 し,畑 の割合が増加 してい るこ と。
iii)耕地 を上回 る採 草 。放牧地 お よび山林原野 を保有 して いる こと。
iv)1号法人 は耕 地面積 が少な く,採 草 ・放牧 地 を多 く持 ってい るこ と。
V)2号 法人 は水 田 よ りも畑 の方が多 く,採 草 ・放 牧地 に も恵 ぐまれ ているこ と。
vi)借地 を減 らし,所 有地化 す る方向が顕著 で あるこ と。
i)の 点 につ いて いえば制度発 足当初は,規 模 を大 き くして,生 産 を高 めよ うとす る傾向 が強 かっ
たが,確 保 した農地を十分 に使いこなすことができなかったためとみられる。分散 した土地 よりも近
接 の土地 に団地化 しま とめた方が 良い と判 断す るよ うにな って きた ためであ る。
ii)の水田面積の減少はコンバインや ライスセンターを中心 に組織された協業経営が減反政策,水
田利用再編対策の中で転作 を余儀 なくされ野菜やその他作物へと転換 していったためであり,1号 ・
2号法人の水田面積の大幅な減少がそのへんの事情 を示 している。
iii)一般 に耕 地面積 を上 回 る採:草放牧地 を もってい るとい うこ とは,こ れ らの法人 が農山村 に立
地 し,未 墾 地 を開発 で きる条 件を もって いるこ とを示 してい る。 そ して山林原野 に至 っては殆 ん ど自
己肺 林であ り,開発につい七の制約がない状態にある。Ill村の牧野蔚蛤 から改組 された農事組合法
人 が多数含まれていると考えられる。
iv)1号 の出資法人,非 出資法人 とも,耕 地面積 は少 な く,採 草 ・放牧地 文は山林原野 が多いこ
とから,肉用牛や乳用牛 の育成牧場などが含まれていると見 られる。
v)柑 橘や土地節約型畜産の多い2号 法人の場合は,水 田のウエイ トを減 らし,畑でい もな ど飼
料 作物 を作 り,さ らに採 草 ・放 牧地 の拡大 を図 りつ つ飼 料の 自給率 を高 め る途 を追求 してゼ・る。
V!)一般の生産組織では借地率 を高めよ うとする傾向が強 いけれ ども,農事組合法人の場合は,未
墾地,山 林 を買収 し,耕 地造成 す る とい う積 極的な:方針 を とって経 営 を安定 させよ うと して い る。
皿 事例にみる運営の特徴
i特 徴ある5つ の集団
麟 組合法人の業瀦 計は,多 く噂 実 測 らかに しては ぐれるが,雛 部rrごとの分棉 。は限界
があう。そこで筆者が調査 した衷業体や,各 種の農業賞で優秀賞 を受賞 した経営 について若干の運営
の特徴 を整理 して おきたい。.
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その 1っは水稲 と酪 農の全面協業経営 をおこな う山形 県の 下 川原農事組合法人 であ る(12:。この組
合 は,'1970年に全国農業;コンタ一ルで天皇賞を受賞 した集団である。 2つ日は福井県の羽}:養鶏団地
生産組合で,1978年度 の朝 口農業賞 の受賞集 団であ るU33a,3つ島は岩手県の伊手 りんご生産組合で,
あ お の
1983年度朝 日農 業賞 受賞集 団で ある`24>。4つ 目は福島県の青生野和牛協業組合で, 全国 レベルの賞
ではない が,福 島県 の1980年度 地域鴬農集 団優秀賞受賞集 団で ある(15)。5っ羅は石川県の六星生産
組合 で1986年度 朝H農 業賞 の受賞集 団 であるUs)。朝 日農業賞受賞集団が多くなって しまったのは,他
の農業賞が個別の篤農的な農家 を表彰する傾向が強いのに対 し,朝 日農業賞 は集団を表彰 することに










賃 貸 借 出役方法 配分方法 個別経営
一一 ρ冒 一 暫
下川原農事 1970.94戸,11名 水稲と醸1町営牧野造村有地,建 経営部門ご労働配分+1ナシ
酪 組合法人 の全面協業成事業に参設宥河州敷 と出役 出資十地代
一
(山形県) 2号法人 加,野 草地 転作田 配当の組み
未 農 の確保 含わせ
35.3ha
墾
羽毛養鶏団 1972.105戸 鶏卵の共同市の養鶏団交換地の賃1期牒 の1剰余金 鶏舎ごとの
養 地生産組合 出荷,鶏 糞地造成事業貸借 み出役,飼 責任管理地
(禎井県) 乾燥 に参加交換 育採卵は個
取 鶏 部門協業 分合 人責任1.8ba





果 生産組合 の協業経営団地造成事公社から賃平等出役 (月給)十労 と畑 、




国 肉 青生野和牛 1964.10
.
8戸 1繁殖牛のた1国有地払下牧野組合 平等出役 労賃十剰余巾来の水田
有地 用 協業組合 めの放牧 とげと国有林 金 と畑作































資料 ・山騎正 「下川原協伺営農組合」β本農林漁業振興会編 『天皇賞受賞者に学ぶ一その後の経 営 と発 言』
1970,金沢夏樹 「水稲と酪農の協業経営」 『全国農業 コンクール に輝 く人,経 営,.技術』官民協会1976
・森鳩隆 「はじめに争いあ りき」朝 日新聞社編 P新しい農村1979』
・堀城久甫 「中央審査委員の現地調査報告」朝β新聞祉編 r昭和58年度, 朝 日農業賞 ・受賞集団の業績』
1984
・東白川農業改良普及所 『阿武隈南部区域広域農業開発窃業,営農指導活動の機要と結果』昭和57年度 』
・川 鳩 良一 「中央審査委員の現地審査報告」朝艮新聞社編r昭和61年度朝日農業賞 ・受賞集団の業績』1987
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農業の経堂タイプはこの他に も沢山あるし,こ こにあげた事例が農事組合法人 の典型として完全で
あるわけで はないが,そ れ な りに,そ れ ぞれ の経 営 タイ プを代表 してい るよ うに思わ れ る。
2.土 地取得の方法
法人結成 のね らいが,経 営規模の拡大 であるか ら土地取得が集団にとって最大の課題だ といってよ
い。 ここに掲げた集団はいずれ もいきな り農薯組合法人 を結成 した ものではな く,既に協業経営集団
として長い経験 を積んできた ものばか りである。協業経営集団 として,試行錯誤奪繰 り返すなかで法




うがこの未墾地 といえども漠然 と放置されていたのではない.い ざとい う場合には農地 として活用 さ
れ るこ ともあ る し,売 却 して資金 を調達 す るこ ともで きる。今 口のよ うな金融状 況 の もとでは もっ と
も確実な資 産 である。 ただ 当面 は活用 しない とい うだけ である。
こ うした状態の土地に農業で生 きよ うとする集団が 日をつけた として も不思議はない。 しか し以上
のよ うな背景をもった土地であればこそ容易なことでは生産に動員されない。この未墾地を誰がどの
よ うな手続 きによ って取得 す るこ とがで きるか とい うこ.とであ る。3者 に共通 してい るのは,・公的 団
体が計画主体 となって開発計画 を練 り,公的事業 として土地 を取得造成 し,個人 ではな く,・公的な団
体に運営 を委ねるという方式である。公的団体 とは県や市町村 自治体であった り,農業協同組合であ
った り.する。下川原農事組合法人の場合は,町 が町有林や部落有林 を開発 して公共牧場 を作ることが
出発点 となったし,羽生養鶏団地生産組合の場合も市が第2次 農業構i造改善事業 として養鶏団地造:成
を計画 したことか ら始まる。 さらに伊手 りんご生産組合の場合 も二次構であるが,こ この場合は既に
同 じ地域の中に胴発 の実践例があった。
しか し,'公的 機関が計画 すれば,す べて が順調 にい くか といえば勿 論 そんなこ とはない。羽 生養 鶏
団地 の場 合,水 田 と山林L8haの用 地 を買収 しよ うと したが,0.9haは買収 がで きた もの の残Jは 買収
はお ろか,貸 借 に も応 じて くれ なか った。 そ こで農協 が仲 に入 り,,代替地 を斡 旋 す る とい う形 で決着
がつ いた。 一般 に山 村にお いては水 田は貴重 な財産 であ り,生 活が かか って いる。総 論 は賛成 で あっ
て も,い ざ具体的 に 内分 の土地 を提供す る段 にな る と心 配 がでて くる。 これは 自然 な こ とで あ り.,当
事者を非難することは当らない。 この場合代替地を探すいう大事業をや らなければ解決できなかった
のである。 同様の こ とは井 手 りん ご組合 も経験 す る。
井 手の場 合 は30haのうち,構 成 員 の土地 が113,残りには30数名 の地権者 が あ り それ らの人 々 の了
解をとるために大変な努力をする。その際の双方の合意車項は,土 地 を個人配分 しないで協業 として
利用するとい う点であった。結局県農地闇発管理公社 が買収 し・農協が事業主体 となって.農地 造 成
し,これを農事組合法人井手 りんご生産組合が買い受 ける という形 となった。 実は これは 「広島方
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式」 と呼ばれる開発方式であり,広島県の世羅台地 に形成 された協業集団はすべてこの方式 によって
土地 を調達 しだ のであ った(恥。 広島 の経 験 がこ うして岩 手 において活 か されて いるので ある。
2)国 有地払下げ型
山林 として利用 されるよ りも,農用地 として利用 できるな らばその方が国民経済的にも有 用 で あ
る。軒先まで国有林 とい うよ うな東北や国有林の多 い地域では,国 有林の活用が地域社会 の発展にと
って要石の役割 を果す ことが多い。福島県の阿武隈高原 もこ うした地域の一つであるが,国 有林解放
は地元の永年の宿願であった。青生野和牛協業組合は,1次 構 に参加する口的で1964年に発 足 し た
が,そ の後農事組 合法人 に組織変更 す るので あるが,そ の1次 構の際 に,41.7ヘクタール の国有 林 の
払下 げを受 け草 地造成や ∠1・舎 ・サ イ ロの建設,肉 用 牛 の導入 をお こな った。 これ とは別 に28.4ヘクタ
ール の放牧共用 林野 の設 定が な され,国 有林 の利 用 が 認 め られ た(is)。しか しこれでは不安定 で ある
ので,国有林貸付契約 にもとづいて正式に借受けることになる。林野庁がこのように農民に有利な措
置をとったのは,こ の地域が新全国総合開発計画にもとつ く開発地域であ り,広域農業開発地域の指
定地域 だか らとい うこ ともあ った。 国有地 の民 間払下 げは慎重 にお こな うべ きであって,そ の場合 は
歴史的経緯=慣 行が尊重 されなければな らない。払下げがおこなわれなくとも貸付契約の締結によっ
て安定的に利用 できればそれで もよいだろう。その場合事業主体が責任のある対応がとれるかどうか
が重 要 である。法人 組織 として信頼 で きる組織 には,.国有林 の活用 の道 が開 かれ てい るので あ って,
青生野和牛協業組合は,モ デル的役割 を果 したといってよい。
3)利 用権設定 型 、
農山村に立地 している農村ならば,未 墾地取得や国有林 の活用の道 も考えられる。 しか し平担地の
既存集落では,こ うした可能性が全 く存在 しないといってよいだろう。そこでは通常の方法 に頼 らざ
るをえない。 さまざまなル ー トを通 じて,貸 して くれ る人 を探 さな けれ ばな らない。 日本 農業 を概 観
した場 合,こ うしたケー スが殆 ん どで あ り,1)や2)の 方法 はむ しろ稀 な事例 とい って よいだ ろ う。
六星生産組合は水田単作地帯の真只中 にあって,水 稲栽培 に力を入れるとともに,転作田にレタス
や トマ ト,メ ロンとい った作物 を作 り,高 収 益 をあげ る と ともに,さ らに進 ん で自営 水 田か らとれ た
米 を使 ってモチ加工 をおこない高収益 をあげてい る組合 であ る。 しか しこれ だけな らどこにで もあ る
稲作経営集団であって,と りたてて問題にす るこ ともないが,野 菜生産 に関 しては高い投術をもつて
い るこ と,地 域 の転 作麦 の刈取 り作業 奪一手 に引 き受 けた り,農 産 加工 においては・ さ さや か ではあ





あ って も,そ の分 の出 役は一定 の原 則に立 た な くてはな らない。多 くの場 合,平 等 出投で ある。 平等
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とい って も,人 によ って性格 も年 齢 も技能 も異 な ってい る。 した が ってそ のままで は仕事 に格差 が生
じて しま う。
これ に対 して多 くの事業 体 はゴ 格差が発生 しな いよ うな工夫 をこ ら して いるこ とで ある。経 営 の中
をい くつかの専門部に分け,それに専任岩 をあてるとい う形で格差の発生 を防いでいる。共同で作業
しなければ な らない労働 はできる限 り,ル ーテ ィン化 し,誰 がや って もそれ程差 が表 わ れない よ うに
して い る。男女問 の能 力差 を認 めて も,同 一職 種 の中 では差 を設 けない よ うに してい る。
共 同経 営だか らとい って,す べての作業 を共 同 でや る必要 はない。 技能 によって差 が 出るよ うな と
ころは,そ れ を押 え るので はな く,技 能 を活 か しつつ競争 させ る。 誰 で も で き る ところは単純 化 し
て,機 械力に代替させていくことが望ま しい。特 に家畜などは技術や監視体制の善 し悪しによって大
きな差異 を生み出す。このような部門はむ しろ思 い切って個人 に委ね,お:互いに競争 させた方が望ま
しい。、そ の代 り,共 同作業 に関 しては厳 格 にル ール を守 る よ うに して い く。 しか し重 要 なこ とは出役
のあ り方 について も集団 内 の民 主的 な討議 によって決め てい くこ とであ る。
2)配 分方法
配分の方法は一般 に,・労働従事 日数に応 じて配分 され るのが普通である。利用高配当や出資配当も
あるが,こ れ らについてはできる限 り廃 し従事日数にもとつ くものが多い。下川原農事組合法人 の場
合 は,出 資額 をで きる限 り平 等に し,そ れ を上回 る分 につ いて は,借 入地 と同様 の措 置 をとった。 さ
らに役員手 当 も設 けていな い。
これに対 し,井手 りんご組合の場合は役員手当 として割増金 を与えているが,そ れは能力手当 とい
うよ り参加 世帯に対する配慮であ り家計に対する最低保障 とい う意味 をもっている。.これに対 し家族
員の場合 は,労 務者 と してみ られ,通 常 の賃金 ベ ースにそ って支給 され るこ とにな ってい る。 したが
って,参 加 世帯 の所得 は,出 資配 当 と労 賃部分 と若干 の経営者 利潤 の三者 か'ら成 って お り,土 地 を出
資 しただけの場合と配分方式が少 し異なっている。
いずれの方法 をとるにせよ,利 潤や地代配 当を圧縮 し,'労働配分の割合 を増や してい くことが,農
:事組合法人を地域社会に定着 してい くための必要な条件であることには変 りはないだろう。
IV農 業生産力と農事組合法人
1.高度化する資本装備と生産性
農事組合法人は多 くの場合,生 産力や所得を高めるために自主的 に組織化 してきた集団である。 そ
れがたまたま農業構造改善事業にぶっか リ,事業指定 を受け規模を拡大 したにすぎない。下川原農事
組合法人 に関 していえば,1970年か ら1975年までの第2次 長期計画 において は,50頭牛舎 の建設,パ
イ プ ライ ン ・ミル カ ー1・バ 鵡 ン・ク.リ、一 ナ ー の導 入 ジ バ シカ ー サ イn,ス チ ー ル サ イ ロの建 設,1976年
か ら始 ま った第3次 長期 計画 にお いては100頭の牛hnの増築,goo:の気密 サイ ロ,大型草 地管理機 械,
大型草地管理機械,堆 肥舎,哺 育舎等の建設 をおこなっている。この法人の目標は水稲の作付面積 を
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食糧 自給程度にとどめ,水田に牧草を導入 し,近隣の牧野から良質飼料を得,通 年サイ レー ジ方式 に
よって購入飼料の依存度を低め,牛 乳の生産性 をあげていくことである。ちなみに搾乳牛1頭 当 り乳
量 は5,800kgで'(1975年)5同年 の全国平均 は5,046kgであるか ら13%の高水 準 にあった。
他方 伊手 りん ご生産 組合 の場 合は,二 次農構 で ・トラクターや防除 機,単 独衷業 において トラ ック,
ブォ三ク リフ トな どを導入 して,ふ じ,ジ ョナ ゴール ド,津軽 な どの品種 を中心 に矯化栽 培 をお こな
って お り, 造成5年 目に・しで406tの収 穫 をあげたが,既 に生産費 にお いて9%削 減 して いる。 と り
わけ労働費の節約が大き く,
'競争
力 の強 い事 業体 にな りつつ ある (表一8)。
表一8 りんご生産費の比較(198/ (円/kg,%)
}一 一 馬 「「『
金 額 害1 合
皿
全 肉 陣 んご生繭 合 全 理 1伊手 ・んご生繭 合一 『 一 一 一 一
肥 料 費 68 57
「
5.4 4.9
農… 薬 費 7石 ユ42 6.0 12.3
光 熱 動 力 費 22 24 1.7 2.1
そ の 他 諸 材 料 75 5.9
水 利 費 3 0.2
賃=借 ・料 料 .金







園'芸 施 設'費 2 ノ 0.1
農 機 具 費 134 114 1C.6 9.9
成 園 費 78 265 6.2 22.9
労 働'費一
692 488 54.6 42.2
}一 一
費 用.合 計 冒1 1,26?1・1・・5・1 1,・1 100.C
資料)農 水省r朶 雲生産費一昭和56年』
朝晰 聞祉r朝日農業賞 ・受賞者集団の業績』1989
次に,5つ の事例 としてはとりあげなかったが,群 馬県の赤城畜産団地組合や広島の一水當農集団
組合 とともに,1984年度の朝 日農業賞の都府県代表 に選 ばれた福井県の安養寺集団栽培組合の米の生
産 費 と福井県 のそれ とを比較 してみ よ う(表 一9)㈹ 。
安養寺集団栽培組合は5戸 から成る稲作とスイカを作る組合であるが,団 体営圃場整備事業,水 田
転換特別対策事業,第2次 農業構造改善事業をへて, ト ラ ク タ ー, コンバ イ ン1籾乾燥調整施設,諮
納 庫等 を装備 し,水 田15ha,畑1・5haをもとに川植5ha,刈 取収 穫20ha,乾燥 調整133tをお こな うな
ど受託請 負作業 をお こな っている。1985年1万一12刀までの農産:物の販売総額 は5,352万円で,全 国
平均1億1458万円 に較 べ ると半分の規模にすぎないが,経 営上は黒字を幽 してお り良好な経営 といえ
るだろう6
この集 団の10a当 り米 の生 産費は14万2902円で あ り,県 平均17万9170円よ りも25%も安 く生 産 して
いるので ある。井、上和 衛氏 によれば,・この法人 の構成 メ ンバ ーは高齢化 して きてお り,後継者がいな
い の が悩 み の種 と'なって い る と'いう。 そ う.した事 情 は あ る にせ よ, 低 コス ト稲 作 を実現 して い る事実.





】鑛 寺糠 福 井 剰 安養描 業 協 井 県
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初 めにみたよ うに,わ が国の農事組合法人 を農業の生産形態 に即 してみると,複:合生産をおこな っ
ている法人 は9%程 度であ り,圧倒的多数が単一作 目生産 となっている。生産性をあげるには単一作
目で大規模化 していった:方が効果的だからである。 こうして,新 しく組織 されて くる農嘉組合法人は
何 らかの作目に特化 している場合が多い。その結果確かに生産性が向上 し,コ ス トが削減 されてきて
い る。
ところがこ うした単一作目化が,大 量生産,大 型流通の途 を促がす結果となっている。産単は大消
費地 を目標に地元市場には目もくれない状態が展開 している。 このことは市場流通における転送ない
し逆送 とい う不経 済 を呼 んでい る。 さらに市場 目あての"見 て くれ"競 争 が始 まる。 曲 ったキ ュウ リ
よ りも真直なもの,自然.の中で形成 された色にかわって,人 工的に彩色仕上げされた りんご等が出回
るよ うにな って くる。 こ うしたマ ーケ ッティ ング戦略 に のって,産 地 間 の競 争を激化 させ てい ったこ
とが薬浸けの農業を作ってきた し,連作障害をひき起す要因 となっている。
こうした生産流通のあり方 に消費者が疑問を抱 き始め,安全な食品を求めて,生 産者 と結 び,新 し
い流通チャンネルを育てつつある・ とりわけ生活協同組合の爆発的な増加 とい う動 きの中には消費者
の抵抗の姿 を見 ることができる。生産者消費者が相互に理解 し合える関係を作 り出 していかな くては
雪な らない。 それ が できるのは,今 日では農事組合 法人 ではないか と思 う。 農業 協同組合 は地域 農業 を
組織 し,生産者 と消費者を結びつける仲立人の機能 をもっているが,あ ま りにも大規模化 しす ぎたが
故に,生 産 を組織 しきれ ないので ある。 その点 で農事組合法人 は組織 も小 さ く,小 まわ りがき く。 こ
のこ とが今や大変 なメ リッ トにな って いる よ うに思 われ る。
農事組合法人 に求められている当面の課題は,飼 料穀物の大量輸入と併存する 「過剰」問題 をなく
してい くこ とであ り,農 法 の転換を 内案 とす る経営 の発 展をいかに図 るか とい うとこ ろで あ る。 既 に
個別事例で見 られるように単一部門に関 しては高い生産力を発揮できるまでに成長 した農争組合法人
が,水 田を高度に利用 して,耕種 と畜産を結合 した複合経営 を地域か ら作 りあげていくことが必要 で
あ ろ う。水 田 の一定 区域 を限定 し,ブ ロック ローテ ーシ ョン力式 で麦や大:豆を と り入れ,土 地利用率
を飛躍的 に高 めた集団が各地に現われてきたが,個 別農家や地域組織では克服できないことが農事組
合 法人 では可能 となってい るこ とを各地の実例 が示 してい る。rl本農業 の将来 も,そ の あた りの展開
状況 いかんに かかっているのではな いか と考 え られ る。
おわ りに
1985年農業 センスが・従来協羅 営体融 として別個`・融 していたもの濃 家以外の事業㈱ 査
に組み込むとい う改革をおこなった。これは協業経営体が組織的に もよ り,強化 されて きたためでも
あるが・餅 ある点である・ しか しながら・鞘 の当面の課題としてい磯 鶏 業体の調査は87年・・
.
腰 在でま髄 徽 しか公刊 されてお らず・ この間の変化を追 うことができなカ・つた.そ のた蹟 料
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的制約の大きい農事組合法人統計に頼 る結果 となって しまった。1985年農業協業体調査の公表 を待 っ
て, さらにこの課題 を追求 してい きたい。
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